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目的
１．公共施設に共通するFMの本質的な考え方
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１．公共施設に共通するFMの本質的な考え方
２．３つの課題（量、質、FMデータ）と戦略構想の要点
３．実現のための体制改革の要件
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「公共ファシリティマネジメント戦略」 ---施設資産の量と質を見直す---
●目次●

第1章 公共ファシリティマネジメントとは １１月６日セミでは

1.1 ファシリティマネジメントとは
1.2 公共FMの目的：経営、人、社会への貢献
1.3 FMの業務とFMサイクル
1.4 横断的な機能をもつFMの特性

第2章 公共FM戦略の全体構想

2.1 公共施設資産の仮題
2.2 公共FMの戦略 全体構想
2.3 公共施設資産改革の関連法規

第3章 公共FMの戦略 要点を説明

3.1 公共FM戦略 量の見直し
3.2 公共FM戦略 質の見直し
3.3 質と量の見直しの連携
3.4 公共FM戦略の財務的効果

第4章 公共FMの体制づくり

4.1 公共FMの体制に求められる要件
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4.1 公共FMの体制に求められる要件
4.2 FM組織体制の事例

第5章 公共FMの事例とFAQ

5.1 青森県におけるFMの取組 省略
5.2 武蔵野市のFMを活用した計画敵な施設整備 伊藤氏：講演
5.3 公共FM よくある質問と回答集（FAQ） 省略

第6章 公共FMの関連情報

6.1 日本におけるFMの歩みと公共FMの進展
6.2 平成合併市町村の余裕施設の現状 要点を説明
6.3 公共FMの情報源

第１章 ファシリティマネジメント（FM)とは
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企業・団体等が組織活動のために

施設とその環境を総合的に

企画、管理、活用する経営活動

ファシリティマネジメントとは

企業・団体等
企業、行政体、各種公共体、諸団体等のすべての組織体

施設とその環境 (ファシリティ)
事業目的のために使用する施設

・オフィス、店舗、工場、医療、教育等機能別施設
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オフィス、店舗、 場、医療、教育等機能別施設

・土地、建物設備等の施設資産

・保有または賃借

施設で働く人、利用する人の環境

・執務環境、生活環境、情報環境

施設が立地する環境

・近隣、地域社会、国、地球環境

2頁 図 1-1

ファシリティマネジメントとは： 「総合的」

企業・団体等が組織活動のためにファシリティを

総合的に、企画、管理、活用する経営活動

総合的に

全てのファシリティを把握して、

ライフサイクルを通して

全体最適を目指すこと
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全体最適を目指すこと

俯瞰的に
ヨコ串を通して

総括する
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経営活動としてのFMの位置付け

経営活動とは：

経営資源を

有効に活用して

人
（人事）

金 物

人
（人事）

金 物経営有効に活用して

組織の目的を達成する

マネジメント

経営資源の有効活用とは：

・ムダ・ムリ・ムラ（3M）を
資産に占めるファシリティの割合

民間企業 程度

金
（財務）

情報
（情報ｼｽﾃﾑ）

物
（ﾌｧｼﾘﾃｨ）

経営金
（財務）

情報
（情報ｼｽﾃﾑ）

物
（ﾌｧｼﾘﾃｨ）

経営
資源
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・ムダ・ムリ・ムラ（3M）を

なくすこと

・要らないものは持たないこと

民間企業 ： ２５％程度

地方自治体 ： ２５％程度

3頁 図 1-2

ファシリティマネジメントは「ヨコ」の機能

「タテ」組織は、リーダーから委ねられる経営資源を駆使して、その事業に専念する
・事業の生産性・競争力が高まる

「ヨコ」組織は、リーダーの統治（ガバナンス）を支援する
・経営資源（人・金・情報・施設）の全体最適化によってリーダーを支援する

・機能組織として、「タテ」組織（事業別）のチェック・アンド・バランス（統廃合）を図る

今まで これから

「タテ」組織（事業別）

人事

財務

「
ヨ
コ
」組

首 長
学校 住宅 福祉 衛生消防

「タテ」組織（事業別）

人事

財務

「
ヨ
コ
」組

首 長
学校 住宅 福祉 衛生消防
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事業仕分け 事業仕分け＋施設仕分け

財務

情報

FM

組
織
（機
能
別
）

財務

情報

FM

組
織
（機
能
別
）
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人のリストラの前に、徹底したファシリティ のリストラを

■ 人は宝

価値ある人の喪失

ファシリティマネジメントは人が主役

・価値ある人の喪失

・人件費は未来への投資 （ 子供の教育を通して ）

■ ファシリティの資産とコストは削減の宝の山

・施設資産、ファシリティコストのムダを省き、

良好な保全によって、

財政破綻 耐震 安全等 リ クから

9

財政破綻、耐震・安全等のリスクから

人（職員・住民）を守る

１０億円の施設費用＝坪当り １００万円 X １千坪
＝給与/年１００万円 Ｘ １千職員

第２章 公共FM戦略の全体構想

10
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単位：百万人
出典：国立社会保障・人口問題研究所編・２００７年版「日本の将来推定人口：中位」に基づく
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14頁 図 2-1

公共の建築着工の推移とストック
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30

35

40

　

（
百

公共の建物ストック

80%

90%

100%築２０年築４０年

0

5

10

15

20

25

百
万
㎡

）

市町村

都道府県

国

公団公社等,

0 7

国, 0.9

都道府

県, 1.7

市区町

村, 3.7

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

全
体

　
7.

0億
㎡

12

0

53 56 59 62 65 68 71 74 77 80 83 86 89 92 95 98

0.7

0%
1

施設面積 人口 面積/人口

百万㎡ 百万人 ㎡

市区町村 370 127.7 2.9

都道府県 170 127.7 1.3

国 90 127.7 0.7

公団公社等 70 127.7 0.5

公共施設合計 700 127.7 5.5

20%10%0 60%50%40%30% 100%90%80%70%

政
令
指
定
都
市

２
３
区

市
町
村

市町村 平均 2.9㎡

2.6㎡

3.5㎡

1.8㎡

3.4㎡

20%10%0 60%50%40%30% 100%90%80%70%

政
令
指
定
都
市
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市
町
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市町村 平均 2.9㎡

2.6㎡

3.5㎡

1.8㎡

3.4㎡

15頁 図 2-2
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参加自治体等の推定建物規模 面積と再調達価格

現状 長寿命化 総量縮減 コスト縮減

千人 千㎡ 億円 億円 億円/年 億円/年 億円/年 億円/年

1 000 3 030 61 113 85 68 54

人口による
保全費用の

シミュレーション

モデル

再調達価格面積/人
修繕改修
費 　/年

再調達価
格の２％

坪百万円
として

人口
推定

建物規模

40年
建替

６０年
建替

年平均改築改修費（４０年間）

2009
推定人口

総量
２割減

青太字：実
数　細字：推

定

コスト
２割減

県=1,3
政=3.5
市=2.6

1,000 3,030 61 113 85 68 54

2,104 2,735 1.3 8,288 166 309 232 186 148

7,360 9,568 1.3 28,991 580 1,081 813 651 517

愛知県 名古屋市 2,154 9,736 3.5 29,500 590 1,100 828 662 526

静岡県 浜松市 799 2,630 3.3 7,969 159 297 224 179 142

茨城県 つくば市 195 507 2.6 1,536 31 57 43 34 27

東京都 武蔵野市 135 330 2.4 1,000 20 37 28 22 18

岐阜県 多治見市 116 302 2.6 914 18 34 26 21 16

愛知県 岡崎市 360 936 2.6 2,836 57 106 80 64 51

愛知県

岐阜県

モデル

13

愛知県 北名古屋市 78 203 2.6 614 12 23 17 14 11

大阪府 東大阪市 492 1,279 2.6 3,876 78 145 109 87 69

680 2,060 41 77 58 46 37

大阪大 809 2,451 49 91 69 55 44

三重大 ＮＡ ＮＡ ＮＡ ＮＡ ＮＡ ＮＡ ＮＡ

名古屋大

歳入減少
歳出増大

財務・品質・供給の3視点から見た公共施設の課題

債務増大

老朽化
耐震性能

ニーズの縮小
余裕・余剰施設品 質

財 務

供 給

14

環境性能
福祉性能

不足施設

17頁 図 2-3
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公共FM戦略の全体構想： 量・質の見直しとFMデータの見える化

現在余剰
顕在・潜在 総

量
縮

量
の
見Ｆ

Ｍ

コ
ス
ト
縮

長寿命化計画的保全

将来余剰
縮
減

質
の
見
直

見
直
し

コ
ス
ト
の
見
直
し

Ｍ
デ
ー
タ
の
見
え
る
化

Ｃ
Ｏ

の
見
直
し

2

縮
減
・Ｃ
Ｏ

縮
減

2

15

現在の施設群 将来の施設群

将来付加機能劣化
耐震･環境

直
し

しし

総量縮減は資産&コスト縮減とCO2削減の一石三鳥の効果
19頁 図 2-6

公共FM戦略と関連する法規

行政改革推進法 簡素で効率的な政府

・資産の圧縮目標（2015年度までに対GDP
比で2005年度末の1/2に圧縮）
・地方公共団体の施策 2009年までに

国有財産法改正 効率的な財産活用

・使用調整と実地監査

地方財政健全化法 公会計の整備
・財政健全化比率指標（2009年までに）

地方公会計制度改革 総務事務次官通知

・連結ベースの財務書類４表
・「基準モデル」｢総務省改訂モデル」
・資産改革の方向性・施策（2009年)

・余裕施設の貸付・売却促進

官公庁施設の建設法等
保全の規定

量の見直し

公会計の見直し

長寿命化計画保全

現在余剰
顕在・潜在

将来余剰

総
量
縮
減

質
の

量
の
見
直
し

コ
ス
ト
の
見

Ｃ
Ｏ

の
見
直

2

コ
ス
ト
縮
減
・
Ｃ
Ｏ

縮
減

2

長寿命化計画保全

現在余剰
顕在・潜在
現在余剰
顕在・潜在

将来余剰将来余剰

総
量
縮
減

総
量
縮
減

質
の
質
の

量
の
見
直
し

コ
ス
ト
の
見

コ
ス
ト
の
見

Ｃ
Ｏ

の
見
直

2

Ｃ
Ｏ

の
見
直

Ｃ
Ｏ

の
見
直

2

コ
ス
ト
縮
減
・
Ｃ
Ｏ

縮
減

2

コ
ス
ト
縮
減
・
Ｃ
Ｏ

縮
減

2

コ
ス
ト
縮
減
・
Ｃ
Ｏ

縮
減

2
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・資格者による定期点検

・施設保全責任者の設置
・保全計画の作成

耐震改修促進法改正
計画的な耐震化

・耐震化対象施設の範囲の拡大
・自治体は促進計画を作成（１年以内）
・公共施設の耐震化の目標（2015年度）

省エネルギー法改正
・事業者単位のエネルギー管理義務

地球温暖化対策推進法改正
・事業者の温室効果ガス算定・報告・公表
・排出抑制指針の策定

質の見直し

将来付加機能劣化
耐震･環境

の
見
直
し

直
し

直
し

将来付加将来付加機能劣化
耐震･環境
機能劣化
耐震･環境

の
見
直
し

の
見
直
し

直
し
直
し

直
し
直
し
直
し

21頁 図 2-7



9

第３章 公共FMの戦略
１） 量の見直し

17

総量縮減のプロセス

利用度
評価

活 用

統 合
利用（使用）

適正規模
基準

計画的保全 長寿命化

評価 統 合

余 剰 用途変更

データ

余 裕

YES

NO

ベンチ
ﾏｰｷﾝｸﾞ

庁内転用

庁外貸付

公益・地域

関係団体

YES

NO

国・県・市
連結団体

NPO

使用調整使用管理 統廃合

18

公益・地域
団体

売 却民間企業

証券化売却・譲渡

NO NPO
JA、郵便

証券化売却不能資産
26頁 図 3-1改

処 分
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利用度評価による評価指標の設定例 （千葉県浦安市）

利用者（件）数

行政コスト

施設面積*

行政コスト

利用者（件）数

施設面積
X＝

利用者（件）数 施設
------------ ----------------------------------------------------------
職員数 庁舎、事務所
戸籍等交付件数 行政サービスセンター
在学者 学校（小学校、中学校、高校、保育園、幼稚園等）
来館者数 市民活動センター
利用者数 市民プラザ、文化会館、保養所、青少年館、福祉センター、ケアハウス、

特別養護老人ホーム、 老人福祉センター、保健センター、公園
会員数 老人クラブ、
受診者数 診療所、
訪問介護回数 訪問介護ステ ション

19

訪問介護回数 訪問介護ステーション、
搬入数（t） グリーンセンター
利用回数 自治会集会場、ディサービスセンター
相談件数 消費生活センター
ケアプラン作成件数 在宅介護支援センター
利用承認件数 駐輪場、
火葬件数 斎場
使用許可数 墓地、
食数 給食センター
入館者数 博物館、
戸数 市営住宅27頁 図 3-2改

利用度
評価

活 用

統 合

余 剰 用途変更

利用（使用）
データ

適正規模
基準

余 裕

YES

NO

ベンチ
ﾏｰｷﾝｸﾞ

庁内転用

庁外貸付

公益・地域
団体

関係団体

売 却民間企業

証券化売却・譲渡

YES

NO

証券化売却不能資産

計画的保全 長寿命化

使用調整使用管理

処 分

統廃合

利用度
評価

利用度
評価

活 用活 用

統 合統 合

余 剰 用途変更用途変更

利用（使用）
データ

利用（使用）
データ

適正規模
基準

適正規模
基準

余 裕余 裕余 裕

YES

NO

ベンチ
ﾏｰｷﾝｸﾞ
ベンチ
ﾏｰｷﾝｸﾞ

庁内転用庁内転用

庁外貸付庁外貸付

公益・地域
団体

公益・地域
団体

関係団体関係団体

売 却民間企業売 却売 却民間企業

証券化売却・譲渡証券化証券化売却・譲渡

YES

NO

証券化売却不能資産証券化証券化売却不能資産

計画的保全 長寿命化計画的保全 長寿命化

使用調整使用調整使用管理使用管理

処 分処 分

統廃合統廃合

利用度事例： S市立小学校・規模と指標 H19

佐倉市立小学校　児童数　順位・H19

1129

865

660

586
528600

800

1000

1200

児
童

数

佐倉市立小学校・学級当り児童数・H19

35.334.6
33.0

30.8
29.329.3

32.731.831.1
32.231.5

29.329.228.4
27.326.5

24.124.7

27.8
29.5

23.3

28.2

25.0

30.0

35.0

40.0

児
童

数

２学級 X ６学年 X ３０名＝３６０

３０名

528

440425414404386378352350341
300292

265247222
177

140
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当
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児

佐倉市立小学校・児童当り校舎面積(㎡）・H19

30.3
28 330 0

35.0

利用度
評価

活 用

統 合

余 剰 用途変更

利用（使用）
データ

適正規模
基準

余 裕

YES

NO

ベンチ
ﾏｰｷﾝｸﾞ

庁内転用

庁外貸付

公益・地域
団体

関係団体

売 却民間企業

証券化売却 譲渡

YES

NO

計画的保全 長寿命化

使用調整使用管理 統廃合

利用度
評価

利用度
評価

活 用活 用

統 合統 合

余 剰 用途変更用途変更

利用（使用）
データ

利用（使用）
データ

適正規模
基準

適正規模
基準

余 裕余 裕余 裕

YES

NO

ベンチ
ﾏｰｷﾝｸﾞ
ベンチ
ﾏｰｷﾝｸﾞ

庁内転用庁内転用

庁外貸付庁外貸付

公益・地域
団体

公益・地域
団体

関係団体関係団体

売 却民間企業売 却売 却民間企業

証券化売却 譲渡証券化証券化売却 譲渡

YES

NO

計画的保全 長寿命化計画的保全 長寿命化

使用調整使用調整使用管理使用管理 統廃合統廃合
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２学級

証券化売却・譲渡

証券化売却不能資産

処 分 証券化売却・譲渡証券化証券化売却・譲渡

証券化売却不能資産証券化証券化売却不能資産

処 分処 分
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ポートフォリオによる総量縮減戦略の適用

保 持保 持

保 持
一部貸付

売 却
保 持保 持保 持

保 持
一部貸付

売 却

有
効
利
用

保 持保 持

保 持
一部貸付

売 却
資

利用度
評価

活 用

統 合

余 剰 用途変更

利用（使用）
データ

適正規模
基準

余 裕

YES

NO

ベンチ
ﾏｰｷﾝｸﾞ

庁内転用

庁外貸付

公益・地域
団体

関係団体

売 却民間企業

YES

NO

計画的保全 長寿命化

使用調整使用管理 統廃合

利用度
評価

利用度
評価

活 用活 用

統 合統 合

余 剰 用途変更用途変更

利用（使用）
データ

利用（使用）
データ

適正規模
基準

適正規模
基準

余 裕余 裕余 裕

YES

NO

ベンチ
ﾏｰｷﾝｸﾞ
ベンチ
ﾏｰｷﾝｸﾞ

庁内転用庁内転用

庁外貸付庁外貸付

公益・地域
団体

公益・地域
団体

関係団体関係団体

売 却民間企業売 却売 却民間企業

YES

NO

計画的保全 長寿命化計画的保全 長寿命化

使用調整使用調整使用管理使用管理 統廃合統廃合

統 合
貸 付
売 却
（撤退）

売 却
（撤退）

転 用
売 却

売 却売 却

統 合統 合
貸 付
売 却
（撤退）

貸 付
売 却
（撤退）

売 却
（撤退）
売 却
（撤退）

転 用
売 却
転 用
売 却

売 却売 却売 却売 却

余裕施設：低利用のもの
余剰施設：未利用のもの

用

低
利
用

未
利
用

低 中 高

売 却

統 合
貸 付
売 却
（撤退）

売 却
（撤退）

転 用
売 却

売 却売 却

産
・住
民
利
用
度

証券化売却・譲渡

証券化売却不能資産

処 分 証券化売却・譲渡証券化証券化売却・譲渡

証券化売却不能資産証券化証券化売却不能資産

処 分処 分

21

余剰施設 未利用のもの

内部価値

義務的なもの
防災重要拠点
・本庁舎・支所
・警察・消防・病院
・学校

準義務的なもの
防災拠点等
・社会福祉施設
・市民会館・体育館
・図書館等

サービス目的
民間・代替施設利用
・福利厚生施設
・都市部の職員住宅
・高額公営住宅

30頁 図 3-5改

有効活用した,

46%

有効活用を

断念した, 25%

空き施設は

ない, 29% 用途
変更

転用
手法等

転用
規制

行政内
合意

OK

OK

OK

OK
該当せず

該当
No

議会・住民
合意

・住民説明会
・住民参加の

検討委員会

有効活用した,

46%

有効活用を

断念した, 25%

空き施設は

ない, 29% 用途
変更

転用
手法等

転用
規制

行政内
合意

OK

OK

OK

OK
該当せず

該当
No

議会・住民
合意

・住民説明会
・住民参加の

検討委員会

用途
変更
用途
変更

転用
手法等
転用

手法等

転用
規制
転用
規制

行政内
合意

行政内
合意

OK

OK

OK

OK
該当せず

該当
No

議会・住民
合意

議会・住民
合意

・住民説明会
・住民参加の

検討委員会

（財）地方自治研究機構
「公共施設の余裕空間の利活用に向けた現状と課題」報告書 平成２１年３月 １５ｐ、２２ｐ、163p（Ｑ１２-2(6)①に基づき中津が作成

公共施設の有効活用（用途変更）までの合意形成の双六

利用度
評価

活 用

統 合

余 剰 用途変更

利用（使用）
データ

適正規模
基準

余 裕

YES

NO

ベンチ
ﾏｰｷﾝｸﾞ

庁内転用

庁外貸付

公益・地域
団体

関係団体

売 却民間企業

YES

NO

計画的保全 長寿命化

使用調整使用管理 統廃合

利用度
評価

利用度
評価

活 用活 用

統 合統 合

余 剰 用途変更用途変更

利用（使用）
データ

利用（使用）
データ

適正規模
基準

適正規模
基準

余 裕余 裕余 裕

YES

NO

ベンチ
ﾏｰｷﾝｸﾞ
ベンチ
ﾏｰｷﾝｸﾞ

庁内転用庁内転用

庁外貸付庁外貸付

公益・地域
団体

公益・地域
団体

関係団体関係団体

売 却民間企業売 却売 却民間企業

YES

NO

計画的保全 長寿命化計画的保全 長寿命化

使用調整使用調整使用管理使用管理 統廃合統廃合

活用した法制度　（複数回答・合計115%）

3%

0%

0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

補助金の全額返還

省庁承認・個別承認

省庁承認・基準承認

活用した法制度（複数回答・合計115%）

・ニーズ
・立地
・建物条件

・アイデア／まま（BAU)
・ライフサイクルコスト

（償還・改修+経費

＋事業収入＋税収）

活用
アイデア

OK

余裕施設
余剰施設

No

No

No No財務
評価

・アンケート

・ニーズ
・立地
・建物条件

・アイデア／まま（BAU)
・ライフサイクルコスト

（償還・改修+経費

＋事業収入＋税収）

活用
アイデア

OK

余裕施設
余剰施設

No

No

No No財務
評価

・アンケート

・ニーズ
・立地
・建物条件

・アイデア／まま（BAU)
・ライフサイクルコスト

（償還・改修+経費

＋事業収入＋税収）

活用
アイデア

活用
アイデア

OK

余裕施設
余剰施設
余裕施設
余剰施設

No

No

No No財務
評価
財務
評価

・アンケート

根拠法

補助金適正化法施行令第14条第1項

（地方財政法第5条）

個別承認 補助金適正化法第 条 各省庁基準

補助対象行政財産の活用手法

活用手法等

（繰上償還）

全額返還

証券化売却・譲渡

証券化売却不能資産

処 分 証券化売却・譲渡証券化証券化売却・譲渡

証券化売却不能資産証券化証券化売却不能資産

処 分処 分

22

0%

5%

3%

4%

17%

29%

18%

11%

25%

各省庁の期間基準を経過

地域再生制度

合併支援プラン

全部貸付

一部貸付

目的外使用許可

用途廃止・普通財産化

その他

特に無い

個別承認 補助金適正化法第22条、各省庁基準

基準による承認 補助金適正化法第23条

補助金適正化法施行令第14条第2項、
各省庁基準

地域再生制度 地域再生法

公有財産の活用手法

地方自治法第238条の4第2項第4号

地方自治法施行令第169条の3

目的外使用許可 地方自治法第238条の4第7項

用途廃止による普通財産化 自治体ごとの例規

普通財産 貸付・交換・売却・譲渡等 地方自治法第238条の5

貸付

行政財産

省庁承認

各省庁の長が定める期間を経過
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利用度
評価

活 用

統 合
利用（使用）

適正規模
基準

計画的保全 長寿命化

総量縮減プロセスと役割分担の現状

評価 統 合

余 剰 用途変更

データ

余 裕

YES

NO

ベンチ
ﾏｰｷﾝｸﾞ

庁内転用

庁外貸付

公益・地域

関係団体

YES

NO
使用調整使用管理 統廃合

所管

23

公益・地域
団体

売 却民間企業

証券化売却・譲渡

NO

証券化売却不能資産

処 分

管財

総量縮減の戦略

課題： 戦略・計画及び使用調整
の体制が整備されていない

26頁 図 3-1改

利用度
評価

活 用

統 合
利用（使用）

適正規模
基準

計画的保全 長寿命化

総量縮減のプロセスを統括する組織体制への変遷

評価 統 合

余 剰 用途変更

データ

余 裕

YES

NO

ベンチ
ﾏｰｷﾝｸﾞ

庁内転用

庁外貸付

公益・地域

関係団体

YES

NO
使用調整使用管理 統廃合

所管

24

公益・地域
団体

売 却民間企業

証券化売却・譲渡

NO

証券化売却不能資産

処 分

FM担当部門が総量縮減

（戦略・計画＆使用調整）を

統括する体制とする

FM担当部門が
プロセスを統括

管財

29頁 図 3-4改
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３．あるべき公共FM戦略
３） 質の見直しと長寿命化

第３章 公共FMの戦略
２） 質の見直し

25

建物の耐用年数期間での修繕・改修費用

●耐用年数期間の修繕・改修（更新）費用の累計総額は、新築費用に相当する
50年、 年率 2%平均、 （複数施設の場合： 2～4% （米国GSA））

★ モデル市・総建物面積 １００万㎡（約3０万坪）、
復成価格 約3 000億円（坪単価＝１百万円と仮定）復成価格 約3,000億円（坪単価 １百万円と仮定）
修繕・改修費＝60億円／年平均

（100万円） （100万円）

200

250

300

各
年
の
更
新

600

700

800

900

1,000

累
積
で
の
更
新

更新費

修繕費

年次経費累計

新築費用（復成価格）が１０億円の建物のケース

26
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32頁 図 3-7
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参加自治体等の必要推定修繕改修費用／年

現状 長寿命化 総量縮減 コスト縮減

千人 千㎡ 億円 億円 億円/年 億円/年 億円/年 億円/年

1 000 3 030 61 113 85 68 54

人口による
保全費用の

シミュレーション

モデル

再調達価格面積/人
修繕改修
費 　/年

再調達価
格の２％

坪百万円
として

人口
推定

建物規模

40年
建替

６０年
建替

年平均改築改修費（４０年間）

2009
推定人口

総量
２割減

青太字：実
数　細字：推

定

コスト
２割減

県=1,3
政=3.5
市=2.6

1,000 3,030 61 113 85 68 54

2,104 2,735 1.3 8,288 166 309 232 186 148

7,360 9,568 1.3 28,991 580 1,081 813 651 517

愛知県 名古屋市 2,154 9,736 3.5 29,500 590 1,100 828 662 526

静岡県 浜松市 799 2,630 3.3 7,969 159 297 224 179 142

茨城県 つくば市 195 507 2.6 1,536 31 57 43 34 27

東京都 武蔵野市 135 330 2.4 1,000 20 37 28 22 18

岐阜県 多治見市 116 302 2.6 914 18 34 26 21 16

愛知県 岡崎市 360 936 2.6 2,836 57 106 80 64 51

愛知県

岐阜県

モデル

27

愛知県 北名古屋市 78 203 2.6 614 12 23 17 14 11

大阪府 東大阪市 492 1,279 2.6 3,876 78 145 109 87 69

680 2,060 41 77 58 46 37

大阪大 809 2,451 49 91 69 55 44

三重大 ＮＡ ＮＡ ＮＡ ＮＡ ＮＡ ＮＡ ＮＡ

名古屋大

経営における保全費用の位置づけ

●企業・団体にかかわらず修繕・改修費用の優先度は低い

景気がよすぎるとき
安易に建替える

保全のためにスペースを空けられない、使用停止ができない保全のためにス スを空けられない、使用停止ができない

景気が悪いとき、財政状況が悪いとき
最優先の事業投資、リストラ費用が優先する

●不安定な経営環境の中で保全を長期に継続するためには

FCI （残存不具合率）
①残っている不具合の全容を財務的に把握、

悪さをトップ・財務責任者に理解してもらい、

最小限必要な修繕・改修費用を確保し

28

ポートフォリオ予算配分

最小限必要な修繕・改修費用を確保し、

有効に配分

②安定的財源（基金、引当金等）を確保し、

全庁の中期の修繕・改修計画を策定し、

優先度に基き一括予算要求・査定

33頁 図 3-8
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計画的保全（ライフサイクルマネジメント ( LCM )） のプロセス

不 具 合 と 修 繕 改 修 費 累 計

1 ,0 0 0

1 ,5 0 0

2 ,0 0 0

2 ,5 0 0

3 ,0 0 0

3 ,5 0 0

4 ,0 0 0

4 ,5 0 0
中期修繕・改修計画

ＬＣＣ－修繕ＬＣＣ－修繕

ＬＣＣ-長期修繕計画
（100万円） （100万円）
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費
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修繕費

年次経費累計

金額
緊急度
施設優先度

0

5 0 0

2 00 2年 2 0 03 年 2 00 4 年 20 0 5年 2 0 06 年 2 00 7年

ポートフォリオ
保全予算配分

高
不
具
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高
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具
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20
53

20
55

0

100

長期修繕計画
竣工時

中期修繕・改修計画
長期修繕計画見直し

単
年
度
修

不
具
合
診 ＬＣＭ支援

Ｐ

Ｃ
Ａ

29

低 中 高

内部価値

具
合
優
先
度

３ 位５ 位７ 位

６ 位８ 位９ 位

中

低

低 中 高

内部価値

具
合
優
先
度

３ 位５ 位７ 位

６ 位８ 位９ 位

３ 位５ 位７ 位

６ 位８ 位９ 位

中

低

FCI =
残存不具合額
施設復成価格

修繕・改修工事
実施

繕
・
改
修
計
画

診
断
・評
価

ＬＣＭ支援
システム

Ｄ
37頁 図 3-12

多数の施設群の不具合を総括管理する手法・FCI

残存不具合額
米国では5%以下は良好、10%以

FCI： Facility Condition Index
多くの施設を所有する企業・団体が施設を長期に良好な状態に保つための

修繕・改修の予算計画・管理の指標

残存不具合額 ： 5年*以内に修繕更新すべき不具合の額

・予算の不足、業務への支障、工事手順等の都合により、繰延べされた不具合

施設復成価格 ： 現時点で新築する場合の再調達価格

・当初の建築費を建築物価指数で調整、あるいは類似新築建物の価格から推定

FCI （残存不具合率）= 残存不具合額

施設復成価格

米国では %以下は良好、 %以

上は大幅な改善が必要としてい
るが、今後の実績値で要検討

30

経営者、財政、企画担当等（素人）に理解しやすい

・技術的状態を金額→指標化

・修繕・改修費の予算規模を論理的に検討できる

全施設・多数の施設群の不具合状況の把握が容易にできる

・１つの施設として仮想化

・ベンチマーキング

34頁 図 3-9
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計画的な保全の業務プロセス

単年度・保全予算

申承

診断費用

申 承

中期保全予算

ポートフォリオ
保全予算配分

高
１ 位２ 位４ 位

高
１ 位２ 位４ 位 １ 位２ 位４ 位

財
務
部
門

申
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不 具 合 と 修 繕 改 修 費 累 計
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FCI 評価（100万円）

800

900

1,000

累
積

更新費

修繕費

年次経費累計
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累
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検収・記録
単年度修繕・

改修計画

不具合評価
金額

緊急度
施設優先度

報
告

申
請･

積
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承
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診 断

発
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発
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報
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発
注

報
告

長期修繕計画
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31

簡易劣化診断 設 計 工 事

サ
ー
ビ
ス

提
供
者

詳細劣化診断

保全業務におけるＦＭ部門の要件
・ 建築保全の技術的能力
・ 保全財務計画の策定と執行能力

３．あるべき公共FM戦略
３） 質の見直しと長寿命化

第３章 公共FMの戦略
３） 量と質の見直しの連携
４） 公共FM戦略の財務的効果
５） FMデータの一元管理

32
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長寿命化、総量縮減、工事費削減の財務的効果

改修改築シミュレーション
現状

（事後保全）
長寿命化

（計画保全）
長寿命化

＋総量縮減

長寿命化
+ 総量縮減
＋コスト削減

モデル モデル モデル モデル モデル

120

人口３４万人、総施設面積百万㎡の仮想事例
（耐震改修は含めていない）

年平均の改築・改修費用（億円）

40年で
改築

60年で
人口（千人） 345 276 276 276

人口当たり施設面積(㎡） 2.9 3.6 2.9 2.9

総面積（千㎡） 1,000 1,000 800 800

改築サイクル 40年 60年 60年 60年

改築面積（千㎡）/40年間 1,000 560 448 448

改築単価（千円/㎡） 350 350 350 280

平均改修面積（千㎡）/40年間 500 720 576 576

改修単価（千円/㎡/年） 5.0 5.0 5.0 4.0

2046まで40年間（単位：億円）

改築費合計 3,500 1,960 1,568 1,254

改修費合計 1 000 1 440 1 152 922

88

49

39

3140

60

80

100

4
0
年

の
年

平
均

（
億

円
）

改築費

60年で
改築

左＋面積
20%縮減

左＋コスト
20%縮減

33

改修費合計 1,000 1,440 1,152 922

改築・改修費総計 4,500 3,400 2,720 2,176

年当り改築費（億円） 88 49 39 31

年当り改修費（億円） 25 36 29 23

年当り改築・改修費（億円） 113 85 68 54

100% 76% 60% 48%

25

36
29

23

0

20

      現状           長寿命化     ＋総量縮減  ＋コスト削減

改修費

42頁 図 3-16

参加自治体等の改築改修費用シミュレーション／年

現状 長寿命化 総量縮減 コスト縮減

千人 千㎡ 億円 億円 億円/年 億円/年 億円/年 億円/年

1 000 3 030 61 113 85 68 54

人口による
保全費用の

シミュレーション

モデル

再調達価格面積/人
修繕改修
費 　/年

再調達価
格の２％

坪百万円
として

人口
推定

建物規模

40年
建替

６０年
建替

年平均改築改修費（４０年間）

2009
推定人口

総量
２割減

青太字：実
数　細字：推

定

コスト
２割減

県=1,3
政=3.5
市=2.6

1,000 3,030 61 113 85 68 54

2,104 2,735 1.3 8,288 166 309 232 186 148

7,360 9,568 1.3 28,991 580 1,081 813 651 517

愛知県 名古屋市 2,154 9,736 3.5 29,500 590 1,100 828 662 526

静岡県 浜松市 799 2,630 3.3 7,969 159 297 224 179 142

茨城県 つくば市 195 507 2.6 1,536 31 57 43 34 27

東京都 武蔵野市 135 330 2.4 1,000 20 37 28 22 18

岐阜県 多治見市 116 302 2.6 914 18 34 26 21 16

愛知県 岡崎市 360 936 2.6 2,836 57 106 80 64 51

愛知県

岐阜県

モデル

34

愛知県 北名古屋市 78 203 2.6 614 12 23 17 14 11

大阪府 東大阪市 492 1,279 2.6 3,876 78 145 109 87 69

680 2,060 41 77 58 46 37

大阪大 809 2,451 49 91 69 55 44

三重大 ＮＡ ＮＡ ＮＡ ＮＡ ＮＡ ＮＡ ＮＡ

名古屋大
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施設の全容が見えるFMデータの一元管理

納　税　者
（住　民）

・ 全施設群のFMデータ（施設・面積・コスト等）を
一元管理し、「見える化」する

官　公　庁　　　

　（首　長）

戦　略・計　画

評　価　　　　　　

　

ファシリティ　

運　営　維　持

プロジェクト

  管
  理

　　　　　　　

 

全容が
見える

課題が
判る

戦略を
持てる

面積
コスト
施設資産
利用度

保全

過不足
余剰
重複投資
劣化

住
民
に
説
明

施設資産
総量縮減

施設利用
効率化

35

職　員

生　活　者
（住　民）

持

耐震・保全

満足/不満足

満足/不満足

耐震リスク

士気/生産性

サービス

明
で
き
る

施設総費用
最小化

長寿命化
計画保全

安全施設
耐震補強

45頁 図 3-18

連結貸借対照表の要旨
(基準モデル：　浦安市事例より）

資 産 の 部
１．公共資産

（１）事業用資産
①土地
②建物
③工作物

単体貸借対照表の要旨
(H13総務省モデル：　倉敷市事例より

資 産 の 部
１．有形固定資産

（うち土地）
（１）総務費
（２）民生費
（３）衛生費

連結貸借対照表の要旨
(総務省改訂モデル：　浜松市事例よ

資 産 の 部
１．公共資産

（１）有形固定資産
①生活インフラ・国土保全
②教育
③福祉

公会計 ３モデルの貸借対照表と固定資産台帳

H13総務省モデル 総務省改訂モデル

決算統計上の区分 貸借対照表上の区分 事業用資産 インフラ資産
総務費、その他 総務 庁舎、職員宿舎
民生費 福祉 社会・児童福祉施設

基準モデル

③工作物
④機械器具
⑤物品
⑥建設仮勘定
⑦その他

（２）インフラ資産
①公共用財産用地
②公共用財産施設

③公共用財産建設仮勘定

（３）衛生費
（４）労働費
（５）農林水産業費
（６）商工費
（７）土木費
（８）消防・警察費
（９）教育費
（10）その他

③福祉
④環境衛生
⑤産業振興
⑥消防・警察
⑦総務
⑧収益事業
⑨その他

（２）売却可能資産

暫定 最終現行

36

民 費 福祉 社会 児 福祉施設
衛生費 環境衛生 診療所、保健所 清掃施設
農林水産業費、労働費、商工費 産業振興 商工観光施設 農業・林業・水産関係施設
土木費 生活インフラ・国土保全 公営住宅 道路、河川、港湾、公園
消防・警察費 消防・警察 庁舎 防災？
教育費 教育 学校、社会教育、給食等

公営事業 病院、競技・観光施設、駐車場 上下水道施設、電気・ガス

普通財産 売却可能土地、その他普通財産

固定資産台帳固定資産台帳固定資産台帳

H20決算 １県、116市町村
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FMデータベース整備と新公会計制度

固定資産台帳

公正価値

基本台帳（筆・棟）

財産台帳

新公会計

制度会計

新公会計
財務諸表

H20総務省HPに
よる

人口による
保全費用の

シミュレーション

利用台帳

基本台帳（施設）

コスト台帳

コストデータ

価値

基本台帳（筆・棟）

新公会計
基準モデル

新公会計・基準
施設別行政コスト

・基準モデルで、
固定資産台帳が

Ｆ
Ｍ
デ

基準モデル

改訂モデル

愛知県 名古屋市 改訂モデル

静岡県 浜松市 改訂/基準

茨城県 つくば市 改訂モデル

東京都 武蔵野市 独自モデル

よる

愛知県

岐阜県

モデル

37

基本台帳(棟）

保全台帳

保全データ

基本台帳（施設）

利用データ
固定資産台帳が
整備される

・固定資産台帳を元に、
FM基本台帳が一元化される

デ
ー
タ

46頁 図 3-19

東京都 武蔵野市 独自モデル

岐阜県 多治見市 改訂モデル

愛知県 岡崎市 改訂モデル

愛知県 北名古屋市 改訂モデル

大阪府 東大阪市 改訂モデル

名古屋大学FM短期教育コース 講義②

公共ファシリティマネジメントの
実践と体制づくり

４章 公共FMの体制づくり
６章 公共FMの関連情報

38

平成２２年１１月０６日

プロコード・コンサルティング

松 成 和 夫
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第４章 公共FMの体制づくり第４章 公共FMの体制づくり

1）公共FM体制に求められる要件

39

●全体のファシリティを総括的に企画・管理・活用する

●施設資産を総括管理＆使用調整する

●建物の保全を主管して総括的に実施する

FM体制

公共FM体制の要件

●建物の保全を主管して総括的に実施する
・横串機能組織として所管部課の枠を超えて見る

・財務系と建物保全系を連携する

■FMデータベースを整備する
■FMデータベースを一元管理する

主要業務

40

■総量縮減の戦略・計画を策定する
■施設利用度を把握し、使用調整する

■施設総合計画（統廃合、複合化）を策定・実施する

■長期にわたる建物の保全体制を整備する
■点検・診断を実施し、計画的保全・長寿命化を図る

■耐震改修計画などを策定・実施する

48頁 図 4-1
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公共FM体制の３大課題と対策

１． FMデータベースの整備

課題A： 省系統ごと縦割り分断の組織体制

対策： FMデータベースを一元的に構築する

課題B： 施設（土地 建物）の基本台帳が整備されていない課題B： 施設（土地・建物）の基本台帳が整備されていない

対策： 新公会計・基準モデルに移行し、基本台帳を整備する

２．総量縮減の戦略・計画及び使用調整の体制の整備

課題： 戦略・計画及び使用調整の体制が整備されていない

対策： FM担当部門が総量縮減（戦略・計画＆使用調整）を統括する

41

３．建物保全の体制整備

課題： 所管の施設管理者（短期・事務職）が行っている

対策： FM担当部門が主管して、専門職が保全を行う

49頁 図 4-2

FMデータベースの整備のポイント

①FM対象施設の現状を定量的に把握し、「見える化」する

②現状を財務・品質・供給の3視点から、定点的・定期的に評価し、目標管理に活用する

③公共FM戦略立案に必要な課題の抽出、施策立案、効果の予測に活用する

④ 共 戦略 実行 る施策 効果を 定する

目的の整理

①集めたいデータを絞り、明確化する

④公共FM戦略の実行による施策の効果を測定する

FMデータベース整備のポイント

・FMデータ一元管理の目的に照らしたデータに絞る
・全体像の把握と現状分析に必要なデータに絞る
・財務・品質・供給の3視点の評価に必要なデータとする

目的に対応した適切なFMデータベースの整備とする

42

②所管部門、関係部門の協力を求める

③完璧なデータ収集にこだわらない

財務 品質 供給の3視点の評価に必要なデ タとする

・所管部門から利用度データなど必要なデータの提供を受ける
・関係部門に、必要なデータ提供を求める

・全体像の把握と評価を優先する
・90％程度の精度があれば、十分に評価は可能

51頁 図 4-3
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財務・品質・供給の3視点による評価に必要なFMデータの例

A・財務評価用データの例

①ファシリティコストデータ：施設の維持管理に要する費用

②施設資産デ タ

・評価の目的に照らした必要データを収集する
・下記は一例であり、各地方自治体の状況に応じた、適切なデータ項目とする

②施設資産データ

・建物： 建物取得価額、（延床面積、建物取得年）、減価償却累計額、現在価額

・土地： 土地取得価額、土地面積（筆単位のものの施設別合計）

③建物の再調達価格データ

・建物復成価格：現時点での再調達価格

B・供給評価用データの例

①施設利用度データ：利用度を測定し、評価するための基本データ

・施設の特性と評価目的に応じて、各自治体で適切に設定する

43

施設の特性と評価目的に応じて、各自治体で適切に設定する

②施設利用に関する所管部門のコメント：現状と改善すべき点の把握

C・品質評価用データの例
①施設の耐震性データ

②建物劣化診断データ

③環境保全性データ（施設エネルギー排出量など）

51頁 図 4-4

総括的な保全の推進体制 （武蔵野市の例）

建設部 建築課 各所管課 財務部 施設課 各所管課

日常点検 実 施 実 施

平成１４年度以降平成１３年度以前

1998年： 建設部建築課（現財務部施設課）から公共施設の計画的整備」を提案
2002年： 建設部建築課から財務部施設課へ移管

保全部門が主管して総括的に保全を行う FMの体制整備

日常点検 － 実 　施 － 実 　施

日常保守 － 実　　施 － 実　　施

運　　転 － 実　　施 － 実　　施

監　　視 － 実　　施 － 実　　施

診　　断 × － 実　　施 協　　力

長中期保全計画 × － 作　　成 －

不具合評価 × － 実　　施 報告受領

保全目標 × － 設　　定 －

修繕改修・予算化 所管課より受託 起案・予算確保 提　　案 起案・予算確保

修繕改修・実施 受託実施 依頼実施 実　　施 －

保全記録(保全台帳) × － 実　　施 －

保全システム × － 一元管理 －

保全制度(保全規定) × － 一元管理 －

44

保全制度(保全規定) × 元管理

①全施設の保全業務の大半は財務部に所属する施設課によって行われ、

全施設の不具合は技術的にも金額的にも把握されている。

②保全に必要な年間総額予算が施設課に与えられ、個々の建物への修繕改修配分は

施設課が主体的に判断する。

③その財源として一般会計の中で一定金額が確保されている。

53頁 図 4-5
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FM導入と
戦略の効果

施設資産の

従来の体制

所管部門

FMの体制

所管部門

施設利用

個々の施設

従来の体制から公共FMの体制への改革

有効活用
・スリム化
・資金化

施設資産の
長寿命化
安全化

な い

所管部門
所管担当（事務職）

な い

FM部門
専門職による保全

FM部門
使用調整

FM部門

全ての施設

施設保全

個々の施設

全ての施設

45

全容の見える化
リスクの認識
説明責任

な い

な い

FM部門
一元化

FM部門
計画的保全

施設データ

全ての施設

全ての施設

54頁 図 4-6

公共FMの成功のための「5つの鍵」

FM組織

・帳簿と現物管理の組織的一体化
・一元的なFM戦略・計画

総量管理（使用調整）と計画的保全の戦略

所管

建築

計画的保全
主体へ

財政と施設
の融合

FMデータ

一元化
見える化

FMの

・専門部門（FM・建築担当)が
総括的に保全

・改築・新築は最後の選択肢

（用途変更・借用が優先）

・FMデータベースの整備

・固定資産台帳整備と同期化

46

所管

使用管理

担い手

次次世代

・所管部門は使用管理主体
・保全はFM部門に移管

・30代中心・・・改革世代
長期FM戦略の責任体制

PDCA（20年周期＜）を自己確認

・FMローテーションの長期化・回帰化

・タテ組織を繋ぐネットワーク

55頁 図 4-7
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第４章 公共FMの体制づくり第４章 公共FMの体制づくり

2）FM組織体制の事例

47

武蔵野市の組織体制

・財政課・管財課・施設課の統合的管理
・財務部の傘下

財務部

＜現体制2002年度（H14年度）以降＞

企画部

＜旧体制＞

財政課

管財課

施設課

新築・増築・改築・維持修繕を担当

財政課

総務部

管財課

48

建設部

建築課

57頁 図 4-8



25

青森県のFM組織体制

・2002年度 調査研究チーム
・2004年度 庁内ベンチャー事業
・2006年度 行政経営推進室 FM担当
・2007年度 財産管理課の新設

県有不動産利活用推進会議（2007．6）＜2006年度（平成18年度）＞

＜2007年度（平成19年度）以降＞

ファシリティマネジメント担当

総務部 行政経営推進室

施設管理G

総務部 総務学事課

ファシリティマネジメント・財産Ｇ

施設管理G

総務部 財産管理課（2007．4）

＜2006年度（平成18年度）＞

49

財産管理G

出納局 経理課

財産管理課の分掌事務
（1） ファシリティマネジメントに関すること
（2） 公有財産の総括
（3） 普通財産の管理及び処分
（4） 公共施設の整備等の促進の総括

・・・・・・・・・・・

事務系11名、建築系5名、設備系1名など

59頁 図 4-9

第 章 公共 の関連情報第６章 公共FMの関連情報

50
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日本のＦＭの歩み

１９８３ ２７年ＦＭの紹介（沖塩・理科大教授）

１９８７ ２３年ＪＦＭＡ・ＮＯＰＡの創立

１９９１ １９年ＦＭ推進連絡協議会の創立１９９１ １９年ＦＭ推進連絡協議会の創立

１９９４ １６年ＦＭガイドブック・出版

１９９６ １４年ＪＦＭＡの法人化

１９９７ １３年資格試験・発足

２０００ １０年公共ＦＭ・発足

51

***ファシリティマネジャー***
受験応募者 ２５，９３６名
資格合格者 ９，４８８名

**ＪＦＭＡ**２０１０/０３**
法人会員 １８２社
個人会員 １，１０７名

２０００ １０年公共 発足

２００７ JFMA賞

２００３/９ ７年総解説FM/追補

３年

94頁 図 6-1

地方自治体でのファシリティマネジメント進展

2000年 三重県、FM導入のプロジェクト

2007年 JFMA賞 発足

2008年 青森県、 JFMA賞「最優秀FM賞」受賞

2009年 武蔵野市、JFMA賞「優秀FM賞」受賞

2009年 公共FM特別会員制度 発足

5296頁 図 6-3
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公共特別会員制度の参加状況 ＠2010.10.15

公共特別会員 合計57団体 （公共施設部会のみ加入）

省庁 1団体
財務省

都道府県 13団体
北海道 青森県 秋田県 福島県 東京都

公共特別会員公共特別会員公共特別会員

公共施設部会員

未加入

札幌

青森

秋田

盛岡

宮城

山形

新潟

北海道 青森県 秋田県 福島県 東京都
神奈川県 静岡県 愛知県 三重県 岐阜県
島根県 大分県 宮崎県 （千葉県）

区市町村 37団体
足立区 墨田区
札幌市２ 滝川市 美唄市 弘前市 むつ市
宇都宮市 さいたま市 朝霞市 坂戸市 佐倉市
志木市 流山市 船橋市 四街道市 立川市
武蔵野市 横須賀市 海老名市 平塚市 鎌倉市
豊川市 岡崎市 草津市 大阪市 貝塚市

53

沖縄

岡山

大阪

高松

高崎

宇都宮

千葉

さいたま

横浜

静岡

岐阜

名古屋

津

神戸

奈良

和歌山

富山

金沢

福井

京都

滋賀

徳島

高知

松山

山口

松江

福岡
佐賀

長崎
熊本

鹿児島

宮崎

水戸
長野

甲府

広島

大分

鳥取

福島豊中市 神戸市 倉敷市 東広島市 松江市
安来市 薩摩川内市 まんのう町 刈羽村
（太田市、川越市、柏市、横浜市、吹田市、明石市）

大学 4団体
岩手県立大学 福島県立医科大学
会津大学 群馬大学

その他 2団体
産技総研 情報通信研究機構

自治体の施設白書／指針・方針等の傾向

H19以前 H20以降 合計

白書 区市町村 7 8 15

指針・方針 区市町村 8 12 20

指針 方針 都道府県 5 4 9

件数

●施設白書／指針・方針等が示す公共FMの拡大

・報告書数の増加 （右図）

白書から指針 方針 指針・方針 都道府県 5 4 9

20 24 44

45% 55%

合　計
・白書から指針・方針へ

・地域の拡大 都区から神奈川・千葉市部へ
さらに政令指定都市（大阪、福岡、名古屋、浜松、横浜）

●公共FM内容の充実
白書 ＋ 保全整備・改修改築方針 ＋ 再配置・有効活用

練馬区 足立区 多摩市 平塚市

54

練馬区、足立区、多摩市、平塚市

●アセットマネジメントへの展開 （道路、橋梁等インフラ資産）

福岡、名古屋

99頁 図 6-5
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地方自治体の施設白書等の策定状況

自治体名 施設白書または同等のもの 関連 策定年月 同西暦 策定部課

新宿区 施設白書 H13年 2001年

葛飾区 施設白書 H15年10月 2003年 政策経営部　企画課

杉並区 施設白書 H16年３月 2004年 政策経営部　企画課

練馬区 施設白書 *1 H16年7月 2004年 企画部　企画課

足立区 施設白書 *2 H18年2月 2006年 政策経営部　政策課

江東区 施設白書 H18年3月 2006年 政策経営部　企画課

八王子市 施設白書（新たな施設展開） H18年7月 2006年 行政経営部　行革推進課

多摩市 施設白書 *3 H20年2月 2008年 企画政策部　企画課

中野区 施設白書 H20年3月 2008年 政策室　計画財務担当

豊島区 施設白書 H20年3月 2008年 施設管理部　施設管理課

平塚市 施設白書 *4 H20年11月 2008年 総務部　財産管理課

藤沢市 公共施設マネジメント白書 H20年11月 2008年 企画部経営　企画課

秦野市 公共施設白書 H21年10月 2009年 企画総務部　公共施設再配置計画担当

中央区 施設白書 H22年3月 2010年 企画課

習志野市 公共施設マネジメント白書 H22年4月 2010年 経営改革推進室

55

各地方自治体のホームページに公表されている施設白書を、策定年月順に掲載した。
複数の施設白書を策定している地方自治体は、最新のものを掲載した。
施設白書に関連した指針・方針を策定している地方自治体は＊番号で示した。（2010年6月29日現在）

99頁 図 6-6

市町村（特別区含）のFM関連の指針・方針策定状況

区市町村 指針・方針等（白書以外） 関連 策定年月 同西暦 策定部課

武蔵野市 公共施設保全整備の方針 H16年11月 2004年 財務部　施設課

世田谷区 公共施設整備方針 H17年4月 2005年 政策経営部　政策企画課

練馬区 施設の適正配置・再編方針 *1 H17年4月 2005年 企画部企画課

練馬区 施設改修改築計画（H18～22） *1 H18年1月 2006年 企画部企画課、総務部営繕第一課

（２０１０年６月現在）

平塚市 公共施設総合的管理基本方針 *4 H18年9月 2006年 総務部　財産管理課

多摩市 ストックマネジメント計画 *3 H19年12月 2007年 都市づくり部　営繕課

多摩市 公共施設の配置の・・基本的考え方 *3 H19年12月 2007年 政策経営部　企画課

川崎市 市有財産を有効活用するための基本方針 H19年12月 2007年 財政局

大阪市 市設建築物のファシリティマネジメント H20年2月 2008年 都市整備局公共建築部FM担当

八千代市 公共施設再配置等の方針 H20年2月 2008年 公共施設再配置等あり方検討委員会

茅ヶ崎市 公共施設整備・再編計画 H20年3月 2008年 企画部　施設再編整備課

福岡市 アセットマネジメント基本方針 H20年9月 2008年 財政局　アセットマネジメント推進部 

佐倉市 ＦＭ推進基本方針 H20年9月 2008年 資産管理経営室

平塚市 長寿命化に向けた考え方 *4 H20年11月 2008年 総務部　財産管理課

56

各地方自治体のホームページに公表されている指針・方針を策定年月順に掲載した。
施設白書に関連した指針・方針を策定している地方自治体は＊番号で示した。（2010年6月29日現在）

足立区 公共施設再配置のための指針 *2 H21年3月 2009年 政策経営部　政策課

名古屋市 アセットマネジメント基本方針 H21年3月 2009年 財政局財政部　アセットマネジメント推進室

横浜市 公共施設の保全・利活用基本方針 H21年3月 2009年 都市経営局

浜松市 資産経営推進方針 H21年4月 2009年 企画部　資産経営課

練馬区 第Ⅱ期施設改修改築計画（H22～26） *1 H22年3月 2010年 企画部企画課　総務部施設管理課

横浜市 資産活用基本方針 H22年3月 2010年 行政運営調整局

100頁 図 6-7
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都道府県のFM関連の指針・方針策定状況

都道府県 指針・方針等（白書以外） 関連 策定年月 同西暦 策定部課

神奈川県 県有施設長寿命化指針 H14年12月 2002年 総務局　施設財産部　財産経営課

三重県 県有財産利活用計画 H18年 2006年 総務部　管財室

北海道 ＦＭ導入基本方針 H18年3月 2006年 総務部 総務課 FMグループ

（２０１０年６月現在）

各地方自治体のホームページに公表されている指針・方針を、策定年月順に掲載した。（2010年6月29日現在）

北海道 ＦＭ導入基本方針 H18年3月 2006年 総務部 総務課 FMグル プ

青森県 県有施設利活用方針 H19年3月 2007年 総務部　財産管理課

東京都 今後の財政利活用の指針 H19年6月 2007年 財務局　財産運用部

青森県 県有施設長寿命化指針 H20年3月 2008年 総務部　財産管理課他

奈良県 県有資産の有効活用に関する基本方針 H20年10月 2008年 総務部　管財課

福島県 県有財産最適活用計画 H20年9月 2008年 県有財産最適活用推進委員会

京都府 府有資産利活用推進プラン H21年12月 2009年 総務部　府有資産活用課

長崎県 ＦＭ導入基本方針 H22年5月 2010年 総務部　管財課
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